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東京海上グループがめざす姿

ウェルビーイングに貢献する
さらなる「ソリューション」

いつも支える
事前の「ソリューション」

新たな課題や
リスクに応える「保険」

従来の
保険

保険に留まらない
「ソリューション事業」の成長

保険事業の進化

◼ 拡大するお客様や社会の課題/リスクに対して、最適な「保険」商品を提供して、お客様や社会の“いざ”を支えているだけでなく、

「保険の事前事後領域」や「ウェルビーイング」に貢献する「ソリューション」を提供し、“いつも”を支えていることをめざしています

事故未然防止
予兆検知

早期復旧
再発防止

防災・減災

ヘルスケア

中小企業

エネルギー
サイバー

⚫ 予防・未病領域における事業化
を見据えた取組みを加速
(23年4月に準備会社を設立)

⚫ お客様企業の健康経営を支援

⚫ 再エネ関連保険引受拡大

⚫ 太陽光発電PPAモデルと保険
のパッケージ化

⚫ 移動・物流に関する課題解決
に資する取組みを展開
(23年11月に新会社を設立)

⚫ 法人向けのフリートマネジメント
サービスや自動運転導入事業
者向けの運行管理パッケージ
の提供を開始

⚫ 防災コンソーシアムCOREを軸に
具体的な事業展開を開始
(23年11月に新会社を設立)

⚫ 法人向けのリアルタイムハザード
やサプライチェーンリスク可視化
サービスの提供を開始

⚫ 24時間365日対応の緊急時
ホットラインサービスの提供 等

⚫ 中小企業基盤整備機構による「事業
継続力強化計画策定支援」の事業受
託 

⚫ 中小企業向けの売掛金貸倒れリスクを
補償する保険を発売

いつも支える
事後の「ソリューション」

モビリティ
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「保険+α（ソリューション）」で実現する世界

社会的価値の創出お客様数の拡大

競争力のある適正な価格で

当社保険を安定的に購入可能
お客様

当社

当社ソリューションにより

事故防止･被害軽減を実現

事故削減/被害軽減

損害率（ロスコスト）低下

α（ソリューション）

トップライン増加

保険

的確なリスク分析
適切なカバー

的確なリスク分析

事前･事後ソリューショ
ン

“Re-New”を通じて実現したい世界

当社保険･サービスの競争力向上

上記の実現
を通じた

防災・減災

脱炭素

モビリティ

ヘルスケア

◼ 「保険」と「＋α（ソリューション）」を組合わせ、保険で“いざ”をお守りするだけではなく、事故予防・損害軽減を通じて、お客様の

“いつも”をお守りできるような、当社ならではの新たな価値提供モデルの確立していきたいと考えています
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保険金支払額トップ10

Rank Year Disaster District Payment (JPY145/US$)

１ 2018 Typhoon Jebi (No.21) Osaka, Kyoto，Hyogo etc. US$7,364M ・ 10,678億円

2 2019 Typhoon Hagibis (No.19) Eastern Japan US$4,018M ・ 5,826億円

3 1991 Typhoon Mireille (No.19) Nationwide US$3,917M ・ 5,680億円

4 2019 Typhoon Faxai (No.15) Kanto (greater Tokyo area) US$3,210M ・ 4,656億円

5 2004 Typhoon Songda (No.18) Nationwide US$2,672M ・ 3,874億円

6 2014 Snowfall Kanto (greater Tokyo area) US$2,223M ・ 3,224億円

7 1999 Typhoon Bart (No.18) Kyushu US$2,170M ・ 3,147億円

8 2018 Typhoon Trami (No.24) Tokyo, Kanagawa, etc. US$2,110M ・ 3,061億円

9 2018 Heavy Rain Okayama, Hiroshima etc. US$1,369M ・ 1,958億円

10 2015 Typhoon Goni (No.15) Nationwide US$1,132M ・ 1,642億円

(損害保険協会・General Insurance Association of Japan)

（”sigma No 1/2024” Swiss Re Institute）

補償される損害 vs 補償されない損害
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防災コンソーシアムCORE｜概要
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1. コンソーシアム発足の目的
✓会員の多種多様なケイパビリティを掛け合わせ、“強靭な社会構築”に向けた官民一体となった取組みを持続的に実行する
   ※国土強靭化基本計画（5か年加速化対策の推進）に沿った「防災まちづくり」「デジタル化の推進」を中心としたハード・ソフト一体となった取組みの実施等

✓本取組みの中で得られる災害リスクデータや研究成果を活用した、新しいビジネスモデル及びビジネス機会の創出に貢献する

2. 活動内容
✓会員よりテーマを募集し分科会を形成。防災4要素における課題の抽出と対策ソリューションの開発

✓本コンソーシアム内外の技術マッチング・連携支援

✓本取組みの中で得られる災害リスクデータや研究成果の発信、新しいビジネスモデル及びビジネス機会の創出

防災4要素

∞競争協調
官公庁と連携し
強靭な社会構築

（全体会）

会員同士による
新たな価値創造

（分科会）

協調領域・競争領域双方の実現

•協調領域（全体会）
官公庁と連携し、各社が技術/情報/人材を持ち寄り、災害に負けない
“強靭な社会構築”に帰する進言や取り組み状況の共有を行う

•競争領域（分科会）
取組みを永続的に実行するためにも、ビジネス機会の創出を目指し、
各社が切磋琢磨し、健全なビジネス協業の場とする

3. 会員区分
✓正会員：分科会に所属し、各テーマに沿った形でソリューション開発・ビジネスモデル構築を推進する企業
✓準会員：分科会には所属せず、協調領域におけるイベント（全体会・マッチングイベント参加）への参加や情報収集を目的とする企業
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防災コンソーシアムCORE｜参画企業 *2025年5月末時点で130社が参画
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非公開スライド
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８つのマテリアリティ
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自然災害リアルタイム情報サイト              雹予測サイトの画面イメージ
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雹予測 ＰＵＳＨ通知時のイメージ

こちらの設定をすると配信される
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マングローブ植林活動



マングローブの各種効果
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マングローブの経済価値
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環境省「自然共生サイト」の認定 
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自然資本・生物多様性の保全
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防災に関するISO策定

◼ ISO37179  （２０２４年１１月 発行） 
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本社ビル



ご清聴有難うございました。
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